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インターネットで
委員会記録検索
このたび、平成 年６月開催

分からの委員会記録も、インタ
ーネットでの閲覧が可能になり
ました。
詳しくは、芦屋市議会のホー

ムページをご参照ください。
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分からの委員会記録も、インタ
ーネットでの閲覧が可能になり
ました。
詳しくは、芦屋市議会のホー

ムページをご参照ください。

可決した意見書（要旨）

■災害援護資金に係る償還期限の再延長及び

償還免除要件の拡大を求める意見書

災害援護資金貸付金は、本市においても約

件、総額約 億円の貸付けが実施され、

震災からの復興に大きな役割を果たしたとこ

ろである。その後、この貸付金の償還につい

ては、当初の法定償還期限が政令改正により

平成 年度から５年間の延長が認められ、そ

の間、本市においても、引き続き未償還者の

生活実態に応じた個別指導、さらには償還義

務者に対する法的措置を講じる等、積極的な

回収努力を行ってきたところであるが、借受

人の高齢化や傷病等による償還能力の低下も

重なり、少額償還者をはじめとする未償還者

の平成 年度の法定期限内の完済は極めて困

難な状況にある。政府におかれては、災害援

護資金貸付金に係る償還期限の再延長の措置

を講ぜられるよう強く要望する。あわせて、

現行の償還免除要件についても、借受人が死

亡又は精神若しくは身体に著しい障がいを受

けた場合にのみ免除することが可能であると

されておりきわめて限定されたものとなって

いるところであるが、借受人及び連帯保証人

に係る自己破産、所在不明、生活保護、認知

症等についても対象とできるよう償還免除要

件の拡大を強く要望するところである。

提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理

大臣、総務大臣、厚生労働大臣

■消費者金融会社等に対する金融庁の適切な

指導を求める意見書

近年、多重債務者が消費者金融会社や信販

会社等の貸金業者に支払った 過払い金 が

問題になっている。最高裁判所は、 年１

月、利息制限法の上限金利と出資法の上限金

利との間の金利分について 借り手の意思で

払ったものではない との判断を示し、その

後、各地で 過払い金 の返還請求訴訟が相

次いでいる。こういった状況の中、本市は他

に先んじて税収確保の観点からこの問題に取

り組んでいるところであるが、この取り組み

は、市税等の滞納整理を進める上で、多重債

務者の滞納市税等を解消し、合わせて滞納者

の生活改善、再生に寄与することになり、結

果として多重債務者の救済にも繋がると考え

る。しかしながら、地方自治体等が、滞納者

でもある多重債務者の取引先の消費者金融会

社等に取引履歴等の照会を行った場合、業者

はその回答を必要以上に引き延ばすケースが

ほとんどである。金融庁は多重債務問題改善

プログラムの中で、 多重債務者への対応は

自治体自らの責務 との意識を持ち自ら主体

的に相談窓口における積極的な対応を行うこ

とが望まれるとし、多重債務者救済における

地方自治体の役割を重要視しているところで

ある。地方自治体等が、消費者金融会社等に

対し市税等滞納者の取引履歴等の照会を行っ

た際には、国税徴収法、地方税法並びに貸金

業法の主旨に基づいて早期回答の実施等、適

切な指導を金融庁に求めるところである。

提出先：金融庁長官、総務大臣

■義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意

見書

義務教育は、国民としての必要な基礎的資

質を培うものであり、教育の機会均等と全国

的な義務教育水準の維持向上を図ることは国

の責務である。義務教育費国庫負担制度は、

国による最低保障 の制度として、義務教

育水準を確保するために不可欠な制度である。

しかし、国庫負担割合が２分の１から３分の

１に縮小され、地方交付税削減の影響もあり、

厳しい地方財政の状況などから全国的な義務

教育水準の維持向上が危惧されている。政府

におかれては、国の責任において、また地方

財政を圧迫させないためにも義務教育費国庫

負担制度は国庫負担率を２分の１に復元する

とともに堅持すること並びに次期教職員定数

改善計画を実施されるよう強く求めるもので

ある。

提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理

大臣、財務大臣、文部科学大臣、総

務大臣、内閣官房長官
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市税条例の一部改正

保健センター設置管理、休日応急診療所条例の一部改正

年度市老人保健医療事業特別会計補正予算（第１号）

監査委員の選任

市税条例の一部改正

市手数料条例の一部改正

市立地区集会所の設置及び管理に関する条例の一部改正

市国民健康保険条例の一部改正

市消防団員等公務災害補償条例の一部改正

年度一般会計補正予算（第１号）

地方独立行政法人市立芦屋病院定款について

市指定金融機関の指定
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芦屋市議会委員会条例の一部改正

災害援護資金償還期限の再延長などに関する意見書

消費者金融会社等に対する金融庁の指導を求める意見書

義務教育費国庫負担制度の堅持を求める意見書

可 決（６／６）

可 決（６／ ）

可 決（６／ ）

可 決（６／ ）
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１０

１２

１３

１４

１５

１６

保険でよい歯科医療の実現を求める意見書採択の請願

芦屋病院と地域医療に関する請願書

後期高齢者医療制度に関する請願

義務教育費国庫負担制度の堅持を求める請願書

後期高齢者医療制度の廃止を求める請願書

後期高齢者医療制度の廃止の意見書の提出を求める請願

継続審査（６／ ）

不 採 択（６／ ）
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採 択（６／ ）
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